
は じ め に

様々な機関との協働は，昨今の
ニーズの急激な変化・多様化に迅速
に対応するための重要な活動の一つ
である．特に，広範な学問領域を有
する大学との協働，すなわち産学協
働活動は，技術的視点のみならず社
会的視点に立ったシナジー効果をも
たらすなどの多彩な成果が期待でき
ることから，多くの企業において積
極的に取り組まれている（例えば文
献（１））．
産学協働活動は，企業の研究員と

大学教員間の連携により実施される
「共同研究活動」と，企業の研究員
を大学へ，若しくは学生を企業へ派
遣する「人材交流活動」とに大別さ
れる．昨今，大学により輩出された
人材のスキルと企業が求めるそれと
はかい離が生じていることが報じら
れてきた（例えば文献（２））．人材
交流活動はこのかい離を縮小する重
要な施策として認知され，「官」か
らの支援を受けた様々な施策が打ち
出されてきた．例えば， ICT 分野で
は，修士課程（博士前期課程）の大
学院生を対象に「先導的 IT スペ
シャリスト育成推進プログラム」が

拠点において実施されている（ ）．
更に，博士課程（博士後期課程）の
大学院生を主対象としたプログラム
として，「イノベーション創出若手
研究人材養成プログラム」がある（ ）．
これらのプログラムでは，学生が

企業において研修を行う研究イン
ターンシップ（注 ）（以下，インターン
シップと略記）が重要な役割を果た
している．文献（５）（７）では，イ
ンターンシップが研修生にもたらす
教育的効果は極めて高いことが報告
されている．現に，研修生並びにそ
の大学関係者からの好意的な声が産
学連携業務に携わる筆者の耳に届
く．
多くの企業では，主に，修士課程
年の大学院生を対象とし夏期休暇
を利用した か月程度のインターン
シッププログラムを用意している．
しかし，修士・博士課程の大学院生
のように研修生のスキルの多様化，
文部科学省「留学生 万人計画」（ ）

に見られる大学のグローバル化，行
政刷新会議の「事業仕分け」結果に
見られる人材育成プログラムにかか
わる事業の補助金縮減・凍結（ ）等，
インターンシップを取り巻く環境は
大きく変わりつつある．

本稿では，まず，これらの外部環
境の変化に伴い顕在化しているイン
ターンシップの身近な課題を言及す
る．次に，インターンシップの持続
的発展に向けて，これらの課題の解
決策を提言する．

インターンシップの課題

発明に係る知的財産権の整備

研究開発の場では，発明に係る知
的財産権は，発明者並びに発明者が
属する機関の利益に係るため，慎重
に取り扱わなければならない権利の
一つである．
研修生が貢献した発明に関する企
業側の取扱いについては，筆者が知
る限り，インターンシップはあくま
でも研修（つまり教育）であり共同
研究活動ではないこと，企業は学生
に「研修」というサービスを無償で
提供する由により，インターンシッ
プにより生まれた発明を含む知的財
産権は，原則，受入企業に帰属し（例
えば文献（ ）），無償で受入企業に
譲渡しているケースが多いようであ
る（注 ）．
夏期休暇中に実施するような か
月程度の短い期間のインターンシッ
プでは，発明が生じる可能性は極め
て低い．その一方，長期間にわたる
インターンシップの場合は，研修生
のスキル向上により，研修生がかか
わる発明が生じる可能性は高くなっ
てくる．特に，挑戦的なテーマを推
奨する「イノベーション創出若手研
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（注 ）：インターンシップには，受入企業の業容・研修先により様々なタイプが考えられる．ここで
は，単に職業観を醸成するのではなく，企業の研究開発部門における研修活動を通して実践的研究
開発能力の向上をねらったインターンシップ（「研究」インターンシップ）に焦点を当てる．
（注 ）：特許法上「従業員等が職務上なされた発明（これを職務発明という）を，その従業員が属す
る企業に承継する場合，その企業は相当の対価を従業員に支払わなければならない」ことになって
いる（ ）．しかし，受入企業と雇用関係を持たない研修生が「従業員等」に該当するかやインターンシッ
プが「職務」に当たるかなど，特許法の解釈上，不明確な点が多い．
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究人材養成プログラム」では，将来
多大な利益を生み出す発明にかかわ
る可能性は高まる．もし，研修生が
このような発明に貢献した場合，企
業への無償譲渡は，研修生にとって
不利益と考えられる．また，これに
起因して研修生の学習意欲を下げて
しまうのであれば，貴重なリソース
を割いて研修の場を提供する企業に
とっても残念なことである．
以上から，多様な研修の期間・

テーマ，研修生のスキル等に応じた
知的財産権の整備が急務と考えられ
る．

費用に見合う効果への期待

受入企業の指導者は，実りある実
習を研修生に体験してもらうため
に，周到な準備等を含め多大な労力
を費やす．更に，多くの企業は，遠
方の大学からの研修生への経済的負
担の軽減をかんがみ，交通費・滞在
費を負担している．そして，研修生
に，通常の労働報酬までにはいかな
いまでも食費程度の日当を支払って
いる．当然のことながら，インター
ンシップ期間が長くなるほど，これ
らの負担は大きくなってしまう．
社会貢献による企業イメージ・指

導者の指導能力の向上等，受入企業
にも少なからず利点はある．しかし，
利潤を追求する企業の場合，費用に
見合う効果が欲しい．
米国では，インターンシップを優

秀な人材の確保のための施策として
位置付けている（ ）．優れた成果を
創出した研修生を採用し，即戦力と
して活用する．つまり，インターン
シップを採用戦略上のツールとして
活用しているのである．

しかし，日本では，インターンシッ
プを採用戦略上に位置付けると「青
田買い」につながるとの批判が生じ
てしまう．よって，インターンシッ
プを採用戦略上の一つのツールとし
て活用しづらい（ ）．
以上から，日本の企業では，イン

ターンシップは「経費持ち出し」の
施策となっている感は否めない．特
に，利潤を追求しない NPO や経営
的に余裕のない企業においては，イ
ンターンシップに伴う経費負担が研
修生の積極的受入を阻害する要因の
一つになっているようである．

留学生の審査手続きの迅速化

多くの企業ではグローバル化を指
向しており，特に研究部門では人材
の多様性が多くの効果をもたらすこ
とから，外国人人材の受入拡大機運
が高まりつつある．また，大学のグ
ローバル化も促進されており，「留
学生 万人計画」のような政策が
推進されている．このような背景か
ら，留学生がインターンシップに参
加する機会は増している．
「報酬」を受ける活動を行おうと
する留学生は，入国管理局から「資
格外活動許可」を事前に受けなけれ
ばならない（ ）．筆者は，ある留学
生を長期インターンシップの研修生
として受け入れる際，日当が報酬に
当たるかの明確な基準がないこと
や，資格外活動時間の制限（注 ）があ
り，関係大学と入国管理局との調整に
多大な労力と時間を要してしまった．

持続的発展に向けて

発展的にインターンシップを継続

するためには， で述べた課題を
解決しなければならない．本章では，
その解決策を提言する．
研修生の多様化に対しては，次の
ような二つのタイプのプログラムを
用意するのはどうであろうか．

（１） 教育型
受入企業は事前に教材を準備して
おき，研修生は企業側指導者のもと，
その教材を履修することにより実践
的スキルを身に付ける．対象者は修
士課程の大学院生であり，期間は夏
期休暇を利用した か月程度を想定
する．発明は生じないことを前提
としている（注 ）．

（２） 協業型
研修生は企業側指導者と対等な立
場にあり，事前に合意されたタスク
を双方が協業して遂行することによ
り，副次的に研修生の実践的スキル
を向上させる．対象者は博士課程の
大学院生であり，期間は研修生の学
内での本来の研究活動との兼合いや
欧米での成功事例（ ）から か月を
目安とする．発明に係る知的財産権
は双方で共有する．

当然のことながら，成果の取扱い
に対するトラブルを回避するため
に，前述のプログラム開始前に，研
修生（必要に応じてその所属機関）
と受入企業との間で，インターン
シップの目的と成果の取扱いについ
て合意しておくことが肝要である．
持続的かつ積極的に研修生を受け
入れるためには，受入企業に実効的
インセンティブが必要であろう．次
に，企業に便益をもたらす幾つかの
例を挙げる．

（ ） 顕彰事業の実施
極めて質の高いインターンシップ
を持続的に実施している企業には，
「官」を含む第三者機関により表彰
する（注 ）．表彰された企業はブラン
ド価値向上という便益を享受でき
る．

（注 ）：入管法によると，資格外活動時間には，原則， 週について 時間以内（教育機関の長期
休暇期間にあっては， 日につき 時間以内）の制限がある．春期・夏期休暇のような長期休暇以
外に実施されるインターンシップにおいては，時間的制約が生じてしまう．
（注 ）：万が一，研修生により発明がなされた場合の扱いは，受入企業との協議事項とするのが妥当
であると思うが，特許法上の職務発明制度（ ）との関係性や企業としてのリスク管理のあり方を含め
十分議論を尽くす必要がある．
（注 ）：現在，これに類似する制度として「産学官連携功労者表彰」（ ）があるが，共同研究活動の成
功事例が中心となっているようだ．
（注 ）：これらの制度の導入にあたっては，「事業仕分け」結果（ ）とは異なることから，多くの障壁
を乗り越えなければならないだろう．
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（ ） 補助金制度の導入
インターンシップを実施している

企業には，経費の一部を「官」から
補助若しくは税制面での優遇措置を
行う（注 ）．

（ ） 博士課程大学院生対象のイン
ターンシップの採用戦略への
組込み

深刻化する博士課程修了者就職難
問題をかんがみ，博士課程大学院生
を対象としたインターンシップにつ
いては，採用戦略のツールとして位
置付けてもよいことを慣習化する．
そのために，産官学合意に基づくガ
イドラインを策定する．受入企業は，
優秀な博士課程大学院生を採用へ向
けた囲い込みができる利点を持つ．

上記の施策により，費用対効果の
問題は緩和されると予想する．
留学生の審査手続きに関する課題

は，インターンシップは教育的活動で
あることをかんがみ，特例として，資
格内活動として取り扱うのはどうで
あろうか．この実現のために，文部
科学省と法務省等の関係省庁間での
調整を期待したい．若しくは，大学と
企業との組織的連携活動の一環とし
てインターンシップに参加する留学
生は，日当／報酬区別問題により資
格外活動として参加することとなっ
ても，組織的連携の信用により事務
手続きを簡素化することを提案す
る．

お わ り に

本稿では，研修生のスキルの多様
化，大学のグローバル化等のように
研究インターンシップを取り巻く環
境の変化に伴い顕在化している課題
を紹介するとともに，それらの解決
策の一案を紹介した．しかしながら，
提言した解決策が最善であるかは，
知的財産権や留学生にかかわる法
令，実務・経営的な側面，「科学技
術イノベーション政策」（ ）のような

国家戦略の側面等の多面的な視点で
吟味することが必要であろう．でき
れば，提言した解決策を基に，実際
に運用・検証・見直しのいわゆる
PDCA サイクルを実践し，最善策を
見つけ出す試みが実施されることを
期待している．本稿が様々な分野で
の識者による議論の「輪」につなが
る契機となれば幸甚である．
謝辞 本稿の執筆に際し，文部科

学省「先導的 IT スペシャリスト育
成推進プログラム」での慶應義塾大
学拠点プログラム（ ）における FD

（Faculty Development）を目的とし
た会合での議論が参考となりまし
た．関係各位に記して謝意を表しま
す．

＊＊＊＊＊＊
本稿の一部は，平成 年 月

日・ 日に慶應義塾大学にて開催さ
れた情報システム学会第 回全国大
会・研究発表大会において発表され
た．本稿の内容は，筆者一個人の見
解であって，所属機関の公式見解で
はないことを付記する．
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